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講演の主なポイント

• 米中対立やロシア・ウクライナ戦争等を契機に国際秩序が変容するとともに、経済安全保障等の浸透に

伴い、資源価格等に上昇圧力。また、日米間の金利差拡大や、貿易赤字（デジタル貿易赤字を含む）等

の定着といった日本経済の構造的な変容に伴い、為替レート（ドル円）が減価することで、物価上昇の

圧力が継続。

• このような状況のなか、賃上げの努力も重要だが、手取り所得の底上げも重要であり、特に、異次元の

少子化対策との関係では、子育てを担う現役世代の手取り所得を増やすため、こども未来戦略の脚注

27に社会保険料率（医療・介護）の上昇を最大限抑制するという記述が盛り込まれた。

• この記述は、社会保障予算の統制に対する新たなルールに繋がる可能性を秘めるもの。当面の物価・賃

金への対応については、高齢化による伸びに抑えつつ、経済・物価動向等に配慮するとの現行の財政フ

レームの下でも対応可能であるが、中期的には、2026年度の診療報酬改定の議論とは切り離し、当分

の間、物価上昇率の動きを見定めた上で、医療費成長率調整メカニズム（医療版マクロ経済スライド）

の導入の検討を行うことも重要ではないか。その際は、医療費の伸びをGDP成長率の範囲内に確実に

抑えるための調整率の導入が不可欠。
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医療財政や医療制度改革の課題（例）

＜マクロ改革（マクロ的効率性）＞

• 医療財政の安定化・持続可能性の確保

• 給付と負担のバランス調整（ 公的医療保険での給付水準や範囲を見直し、国民の負担（保

険料・自己負担など）とのバランス確保）

＜ミクロ改革（ミクロ的効率性）＞

• 医療の質の向上と安全性の確保（例：エビデンスに基づく医療の推進）

• 医療提供体制の効率化（例： 病床機能の分化・連携）

• ICT・デジタル技術の活用

• 診療報酬制度の見直し

• 医療資源の地域的偏在の是正 3



医療・介護の給付と負担
（対GDP比）の試算
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約20年間（2018年度→2040年度）で

年金 約57兆円    → 約73兆円

 （約10％）    （約9.3％）

医療 約40兆円 → 約67－70兆円

 （約7％）  （約8.4－8.9％）
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年金のマクロ経済スライド

2004年の年金改革により、年金にはマクロ経済スライドが導入されたため（現在の発動

は、2015年度、2019年度、2020年度、2023年度、2024年度、2025年度の6回）

→ 年金改革が脱政治化され、年金給付費（対GDP）が安定的に推移
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「こども未来戦略」脚注27
の別の見方
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社会保険料率はどこまで上昇するのか
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• Ｑ
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医療費成長率調整メカニズム
（医療版マクロ経済スライド）
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医療費の年平均成長率に関する予測
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価格Pを22年間で1.9％ポイント調整すれば、
医療費（対GDP）は安定化可能

医療費（対GDP)＝

P×Q

名目GDP

＝

医療費

名目GDP
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マクロ経済成長との調和・財政との整合性の確保
医療費の伸びを中長期的な経済成長の水準に見合う範囲にコントロールする

※ この自動調整メカニズムは、医療費の「伸び」を抑制するのが目的であり、
医療費の「総額」をカットするものではない。
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名目GDP成長率

＝実質GDP成長率＋GDPデフレターの伸び

インフレ分が自動的に上乗せ



Pのみのスライド制では、P×Qの伸びが制御できない
（それは昔も現在も変わらない）
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このスライド制はシンプルでわかりやすい方式で
あり、一見、合理的で紛争の防止に役立つと思わ
れるかもしれない。けれども、これは医療界に
とって虫の良い提案であった。なぜなら、売上
（収入）は単価（Ｐ）×量（Ｑ）で決まるが、ス
ライド制は単価（Ｐ）だけに着目しているからで
ある。この当時は社会経済が「右肩上がり」で、
人口の増加や高齢化の進展等による患者数の自然
増が大きかった時代であり、スライド制は診療側
に有利に働くことになる。 （略） しかし、
その当時と今日では医業経営をめぐる環境は大き
く変わっている。すなわち、医療費の自然増は小
さく、地域によってはむしろ自然減が生じている
のが実状である。したがって、診療報酬の改定率
についてスライド制の考え方を採り入れる余地は
十分あると思われる。

現在も日本全体の量（Q）は伸びており、今後も
医療の高度化等の影響もあって量（Q）が伸びて
いく可能性がある



人口と名目GDPの関係

出所）小黒（2022）「人口減少と経済成長に関する一考察：日本を主な事例として」国際問題 No.708, pp.52-62
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改革（案）のポイント

• 自己負担は診療報酬に比例するため、診療報酬を抑制しても患者の窓口負担が基本的に
増加することはない。また、趨勢的に医療費の約半分は医療従事者の人件費だが、この
メカニズムの下では医療費のＧＤＰ比は一定水準に落ち着き、人件費も成長率に連動し
て伸びる。

• 診療報酬を巡っては、「現役世代の可処分所得の上昇 vs  医療関係者の賃上げ」という
対立軸も見られるが、上記はマクロ的に両立可能であることを示唆する。

• なお、「こども未来戦略」脚注27は、社会保障予算の統制に対する新たなルールに繋が
る可能性を秘めるもの。当面の物価・賃金への対応については、高齢化による伸びに抑
えつつ、経済・物価動向等に配慮するとの現行の財政フレームの下でも対応可能である
が、中期的には、2026年度の診療報酬改定の議論とは切り離し、当分の間、物価上昇
率の動きを見定めた上で、医療費成長率調整メカニズム（医療版マクロ経済スライド）
の導入の検討を行うことも重要ではないか。その際は、医療費の伸びをGDP成長率の
範囲内に確実に抑えるための調整率の導入が不可欠。
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ご清聴、ありがとうございました。
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